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国際取引契約書-修正の尊-ポ確ン恥

l u ]

中 村 秀 雄*

Xl 紛争解決条項

l 仲裁条項一申立期限の制限-

18.1 Followingnoticebyeitherpartytothe

otherthatadisputehasarisenoutofor

inconnectionwiththisAgreement,the

partiesshallendeavortosettlesuchdis-

puteamicably.

18.1 本契約から,またはこれに関して紛争が

発生した旨を一方当事者が他方当事者に

通知した場合,まず当事者は当該紛争を

友好的に解決するよう努めなければなら

ない｡

18.2 Ifthepartiesareunableingoodfaithto

settleanydisputewithinthirty(30)

daysafterthenoticeofdisputeisgiven

underClause18.ibyeitherparty,the

disputemaybesubmittedtoarbitration.

1&2 もし一方当事者が18.1条に従って紛争の

通知を出して後30日以内に,誠意を尽 く

しても,当事者では紛争を解決できない

ときは,紛争を仲裁に付託することがで

きる｡

18.3 1feitherpartydesirestosubmitadis-

putetoarbitration,Lmustno
o班erpartyofitsdesiretodoso①withh

堕竺旦旦 (7)d抑Saftertheperiodreferr34

担_建地 ②.
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18.3 もし一方当事者が紛争を仲裁に付託する

ことを望む場合は,当該当事者は18.2条

に記載された期間が満了して7日以内に,

その希望を他方当事者に通知しなければ

ならない｡

① itmustnotifytheotherpartyofitsdesire
todoso

ここでは仲裁を提起することを希望する当事

者に,他の当事者にその旨を通知することを義

務付けている｡そのこと自身に問題はないのだ

が,ここで考えるべきなのは,そのような通知

をしなければ仲裁を提起することができないの

かどうかである｡18.3条の趣旨は18.2条の期間

が経過したら,ある日突然仲裁が提起され,悼

裁機関から開始の公式な通知が来ることを防ぐ

ことにあると考えられる｡つまり最終的にもう

一度考え直す機会を作っているわけである｡し

かし通知をすることが仲裁を提起すること (で

きること)の条件であったとすれば,あるいは

それは問題になるかもしれない｡なぜなら次の

も く じ-

はじめに

Ⅰ 頭書

Ⅱ 定義条項
Ⅲ 売買契約にみられる条項
Ⅳ 代理店契約にみられる条項
Ⅴ 役務契約にみられる条項
Ⅵ 品質保証条項
Ⅶ 守秘義務条項
Ⅷ 解除条項
Ⅸ 不可抗力条項
X 一般条項
Xl紛争解決条項
Ⅶ その他

(以上前号まで)
(本号)



1074 国際商事法務 Vol.36,No.8(2008)

(参で議論するようにこの通知には期間が設定さ

れているため,もしこれが条件であるなら7日

という短い期間内に通知をしなければ,仲裁が

できなくなってしまう可能性があるからである｡

それでは仲裁の提起の意図を相手に伝えること

は義務ではあっても,条件ではないようにする

にはどうすればよいのだろうか｡たとえば次の

ようなことが考えられる｡

simdtaneouslywithsubmissionofadis-

putetoarbitration,itmustnotifythe

otherpartytothateffect

このようにすれば仲裁の提起と,提起の通知

が別のこととなり,仲裁を提起する当事者が通

知を怠ったとしても,そのことは仲裁提起自身

を無効にすることにはならない｡ただし再考の

機会を提供するという部分は顧慮されないこと

になろう｡

itmustnotifytheotherpartyofitsdesire

todosopriortosubmissionthereofto
arbitration

としておけばそのことにも配慮したものになる｡

@ withinseven(7)daysaftertheperiod

referredtoinClause18.2hasexpired
①に書いた訂正を施すこととは別に,仲戟提

起の通知をする期間を定める必要があるのだろ

うか｡もしこのオリジナルの文章どおりである

とすれば,7日以内に仲裁をするという意思決

定をしなければ仲裁ができなくなるということ

になる｡実はこの条項があった元の契約書には

別に裁判管轄の合意があったので,一応紛争解

決の方法は残されてはいるのだが,しかしそのよ

うな複雑な構造をもつのはよいこととは思えな

い｡したがってここでは期間の制限を削除する

のがもっとも常識的な対応であると考えられる｡

18.1条にもとづく話し合いで解決を見ること

ができないのに,その後いつまでたってもいず

れの当事者も仲裁を提起しなかったというなら,

誰も困っていないか,当事者はまだ仲裁に行く

決心がつかないのだろう｡それ以外の場合は,特

に時間的制限を置かなくても,しかるべき時が

経過すれば仲裁に移行するのではないだろうか｡

2 管轄裁判所の指定と仲裁条項

Solejurisdictionoveranymatterrelating

蜘 shaubegivento止e

courtsofEutopia.

本契約に関するすべての事項については,

ユートピア国の裁判所が専属的管特権を有

するものとする｡

Unlessotherwiseagreedin 些延担g(3hJ,盛

disputeB.arisinglnCOnneCtm Withthis

ContractJ＼-7Shallbefinallysettledunder

theRulesofArbitrationoftheEutopian
lnstituteofCommercialArbitration...

別途書面で合意しない限り,本契約に関す

るすべての紛争は,ユートピア商業仲裁機

構の仲裁規則によって最終的に解決するも

のとする‥‥‥

この同一契約の中の2つの条項は一見矛盾し

ているように見受けられる｡本件契約書のこと

を上では thisAgreementとよぴ,下では this
Contractといっていることからも,この2つ

の条項が十分な検討を経ずに,過去の契約例な

どからとられたまま挿入さゴ1たことを示してい

る｡

この状況に対する正しい解決方法は,紛争解

決手段を裁判か仲裁のどちらかに決めることで

ある｡さらにその中でも管轄権の定め方や,紛

争解決地の設定でいくつかに分かれる｡ある裁

判所の専属的管轄権 (exclusivejtlrisdiction)

に服することに合意するか,付加的管轄権

(non-exclusivejurisdiction)とするか,裁判地

は当事者の国か第三国か,仲裁にするなら,辛

続きはどこの国で行うか,といった選択があろ

うが詳しくは専門書に任せることとする｡なお

裁判にするケースでは,全く何も書かないとい

う選択もある｡

ここではこの一見矛盾しているとみえる2つ

の条項を,何とかつじつまのあうように読める

かどうか考えてみる｡

①①'anymatterrelatingtotllisAgreement

/alldisputesarlSlnglnCOnneCtionwiththis
Contract

まず目的物の違いによって,訴訟と仲裁を分

けている,という読み方は可能性のひとつであ

る｡しかしanymatterとalldisputesは,い
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ずれも両当事者の間に発生する,法的な解決を

要する事項としか読めないであろうから,結局

この解釈には無理がある｡ある契約に次のよう

な仲裁条項があったが,裁判所は意味が分から

ないとして無祝した1｡

Anydispute…shallbe…referredto

[arbitration]…intheUllitedKingdom….

Anyotherdispute…shall…bereferred

[toarbitration]…inMoscow.

元の例に戻って,AgreementとContractの

違いは明らかにうっかりした間違いで,仮にこ

の契約が Agreementと題されているからと
いって,仲裁条項がこの一語のゆえに無効とな

るとは考えにくい｡

目的物によって紛争解決方法を異にする契約

書はなくはない｡専門的,技術的な事項であっ

て,法律的な問題ではないことは鑑定人,専門

衣 (expert)に任せ,それ以外の法律的な紛争
は裁判か仲裁によるとするものである｡しかし

仲裁手続きには,一般的に裁判を排除する機構

(妨訴抗弁など)が設定されていることから分

かるように,仲裁と裁判は相互に排他的なもの

であるから,裁判と仲裁が両方規定される契約

書はまずないし,仮にあっても日的事項をいか

に裁判と仲裁に振り分けるかは,非常に難しい

問題となるだろう｡

ただし次のような規定が裁判管轄の規定と共

にある場合は,申立人/原告は選択をすること

ができるという議論があるかもしれない｡

Anydisputehereundermaybesubmitted
toarbitration inaccordancewiththis

Article.

しかし同じ紛争を一方当事者は仲裁に,他方

当事者は裁判に持込んだら,二重訴訟に似た問

題が発生し,紛糾することは目に見えている｡

もし選択権を与える趣旨なら,明文で早い者勝

ちと規定しておくことが必要だろう｡

② Unlessotherwiseagreedinwriting

この句を解釈して,本契約書 (書面である)

中に別途に訴訟の定めがあるので,その規定が

特約として優先する｡その訴訟の合意を排除す

る別途の合意がさらにできない限り alldis-

putes以下は適用がない,という読み方はどう
だろうか｡これには2つの問題がある｡ひとつ

はこの句をそう解釈すると,仲裁条項は締結と
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同時に排除されることになり,意味がないとい

う論理的な欠陥である｡契約書は意味があるよ

うに書いてあると考えるのが普通であって,何

の実質的意味もないことが明文でわざわざ書い

てある,という読み方はいれられないであろう｡

つぎにこの unlessotherwiseagreedinwrit-

ingは,通常は契約締結後になされる特約を指

すものとして使われ,同一書面内の他の部分を

指して使われる表現ではないということがある｡

もっとも長大な契約書で矛盾する規定を含む可

能性があるときには,次のような規定が見られ

ることもなくはない｡

Unlessotherwisestatedelsewhereinthis

Agreement…

Subjecttocontraryprovisionscolltained
elsewhereherein…

本件に当てはめてみれば,もし Unlessoth-

erwiseprovidedelsewhereinthisContractと

でもなっていたら,仲裁条項は最初から排除さ

れても仕方がないだろう｡しかし余談ながら契

約書を自らの手で書きながら,その中でどの条

項のどの規定が,他のどの規定に優先するかま

たは劣後するかを,明確に示さない,あるいは

示せないというのは,いささか情けない話であ

る｡契約書の中に優劣のことなる条項があるの

はやむをえないとして,それは書いている当人

には把握されているべきである｡次のように書

かれていれば,解釈に問題が出ることは少なか

ろう｡

Article17

SubjecttotheprovisionsofArticle10,…

もちろん10条の定めの内容が明白であり,17

条との抵触関係が明白に分かるように書かれて

いることは大切なことである｡

このように考えてくると,この2つの条項を

整合的に解釈する方法はないように見受けられ

るので,結局のところは文章の書き方の問題で

なく,根本的な選択の問題として対応していか

なければなるまい｡

〔注〕

1 EJRLouelochLtduExportles[1968]1Lloyd's
Rep163. ①


